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 (百万円未満切捨て)

１．平成26年12月期の業績（平成26年１月１日～平成26年12月31日） 
（１）経営成績 (％表示は対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

26年12月期 7,463 23.9 433 7.7 434 8.3 258 4.5

25年12月期 6,024 30.9 402 31.7 401 29.7 247 34.2

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 
当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

26年12月期 83. 90 81. 22 17.7 14.6 5.8

25年12月期 82. 60 ― 35.9 20.0 6.7
 

(参考) 持分法投資損益  26年12月期 ―百万円 25年12月期 ―百万円

（注）１．当社は、平成26年７月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり当期純利益」及び「潜在株式調整後１株当たり当

期純利益」を算定しております。 

   ２．平成25年12月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株予約権の残高はありますが、

平成25年12月31日時点では当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

   ３．当社は、平成26年11月７日付で、東京証券取引所マザーズに上場したため、平成26年12月期の潜在株式

調整後１株当たり当期純利益金額は、新規上場日から平成26年12月末までの平均株価を期中平均株価とみな

して算定しております。 

 
（２）財政状態 
 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

26年12月期 3,702 2,109 57.0 575. 61

25年12月期 2,267 810 35.7 270. 10
 

(参考) 自己資本 26年12月期 2,109百万円 25年12月期 810百万円

（注）当社は、平成26年７月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、「１株当たり純資産」を算定しております。 

 
（３）キャッシュ・フローの状況 
 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

26年12月期 264 △17 819 1,654

25年12月期 262 △43 △40 588

 



 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 

純資産 
配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

25年12月期 ―  0. 00 ― 400. 00 400. 00 12 4.8 1.7

26年12月期 ―  0. 00 ― 5. 00 5. 00 18 6.0 1.2

27年12月期(予想) ―  0. 00 ― 6. 00 6. 00  7.3 

（注）当社は、平成26年７月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定した場合の平成25年12月期の年間配当金は、１株当たり4.00円となります。 

 
 
３．平成27年12月期の業績予想（平成27年１月１日～平成27年12月31日） 
 (％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 4,020 14.6 204 2.1 205 2.8 127 8.6 34. 85

通 期 8,846 18.5 478 10.4 480 10.5 300 16.0 81. 91

 

 

※ 注記事項 
（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 
 

 ① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無 

 ② ①以外の会計方針の変更 ： 無 

 ③ 会計上の見積りの変更 ： 無 

 ④ 修正再表示 ： 無 

 

 
（２）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 26年12月期 3,665,000株  25年12月期 3,000,000株

② 期末自己株式数 26年12月期 ― 株  25年12月期 ― 株

③ 期中平均株式数 26年12月期 3,085,808株  25年12月期 3,000,000株

（注）当社は、平成26年７月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して発行済株式数（普通株式）を算定しております。 

 
 
※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点にお

いて、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終了しておりません。 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び
合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異な
る可能性があります。業績予想については、添付資料P.２「１.経営成績・財政状態に関する分析
（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 
 

（決算補足説明資料の入手方法） 
当社は、平成27年２月24日（火）にアナリスト向け説明会を開催する予定です。 
この説明会で配布する決算説明資料については、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予

定です。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績 

 当事業年度におけるわが国経済は、政府による経済政策の継続や日本銀行による追加金融緩和を背景に、株

高・円安が進むとともに、企業収益や雇用情勢の改善等が見られるなど、全体として緩やかな回復基調で推移い

たしました。一方で、消費税率の引き上げにより消費意欲が冷え込む中で、急激な円安による輸入原材料やエネ

ルギー価格の上昇、さらには海外景気の下振れ懸念などの不安要素もあり、先行き不透明な状況で推移いたしま

した。 

 当社が属する医療・介護業界におきましては、高齢化が進んでいる状況であり、継続的に市場規模は拡大する

ものと思われます。 

 こうした環境の中、当社は、介護医療関連事業の主力サービスである「ＣＳ（ケア・サポート）セット（病院

に入院される方や介護老人保健施設等の入所される方に対して、衣類、タオル類の選択サービス付きレンタルと

日常生活用品の提供を組み合わせたサービス）」をより普及・拡大させるため、当該サービス未導入の施設（病

院及び介護老人保健施設等）に対して、全営業拠点を挙げて積極的に営業活動を展開いたしました。平成26年４

月には北海道札幌市白石区に札幌支店を開設し、当社の営業拠点数は９拠点になりました。これらにより、当事

業年度における新規導入は114施設となり、当事業年度末のＣＳセット導入施設数は、516施設となりました。既

に導入済みの施設につきましても、ＣＳセットの内容を随時見直し、利用者がより入院・入所生活を快適に過ご

せるサービスにしてまいりました。また、カスタマーサポート体制をこれまで以上に充実させることを目的に、

平成26年４月より「お客様相談室」を設置して顧客満足度の向上に努めてまいりました。 

 この結果、当事業年度の売上高は7,463,667千円（前期比23.9％増）、営業利益は433,671千円（同7.7％

増）、経常利益は434,411千円（同8.3％増）、当期純利益は258,894千円（同4.5％増）となりました。 

 なお、当社は今後のさらなる事業拡大を目的に、平成26年11月７日付で東京証券取引所マザーズに株式を上場

いたしました。 

 

② 今後の見通し 

 当社の次期の見通しにつきまして、営業面においては、平成27年３月に埼玉県さいたま市大宮区にさいたま支

店を開設する予定です。当該さいたま支店を含む全国10営業所を拠点として営業活動を積極的に展開し、ＣＳセ

ットサービスの一層の普及を図るとともに、さらなる契約施設数の増加、売上高の増加を推し進めてまいりま

す。 

 一方、管理面においては、今後更なる増加が見込まれる契約数に対応するため、社内管理体制の強化やシステ

ム化の推進等を行っていく予定です。このため、当期に比べて販売費及び一般管理費の増加が見込まれます。 

 次期の見通しは、売上高8,846百万円（前期比18.5％増）、営業利益478百万円（同10.4％増）、経常利益480

百万円（同10.5％増）、当期純利益300百万円（同16.0％増）を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況 

 当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ流動資産が1,429,760千円増加し、固定資産が4,725千円増加し

た結果、資産の部は1,434,485千円増加し、3,702,422千円となりました。 

 主な増加要因は、株式上場による資金調達とＣＳセット利用者の増加に伴う売上高の増加であり、現金及び預

金が1,066,828千円、売掛金が286,521千円、未収入金が49,476千円、商品が73,899千円増加しております。 

 当事業年度末の負債は、前事業年度末に比べ流動負債が326,518千円増加し、固定負債が191,350千円減少した

結果、負債の部は135,168千円増加し、1,592,809千円となりました。 

 主な増加要因は、ＣＳセット利用者の増加に伴う仕入高等の増加であり、買掛金が255,346千円、未払金が

38,865千円増加するとともに、利益の増加により、未払法人税等が14,768千円、未払消費税等が26,513千円増加

しました。なお、固定負債の減少は、株式上場による調達資金を用いて、長期借入金を返済したためでありま

す。 

 当事業年度末の純資産は、前事業年度末に比べ1,299,317千円増加し、2,109,613千円となり、自己資本比率は

57.0％となりました 

 主な増加要因は、株式上場による増資により、資本金及び資本準備金が増加したこと並びに当期純利益

258,894千円の計上により、繰越利益剰余金が増加したことであります。 
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② キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ1,066,823千円増加

し、当事業年度末には1,654,885千円となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において営業活動の結果得られた資金は264,651千円であり、前事業年度に比べ2,027千円増加し

ました（前年同期比0.8％増）。当事業年度における営業活動による資金の増加の主な要因は、売上債権の増

加額が335,997千円、たな卸資産の増加額が73,899千円、法人税等の支払額が185,163千円となったものの、税

引前当期純利益が434,528千円、仕入債務の増加額が255,346千円となったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において投資活動の結果使用した資金は17,498千円であり、前事業年度に比べ26,336千円支出が

減少しました（前年同期比60.1％減）。当事業年度における投資活動による資金の使用の主な内容は、支店の

開設に伴う内装工事費用が発生したことや営業車両の購入に係る支払いが生じたことにより、有形固定資産の

取得による支出が15,423千円となったこと及びシステム開発費用等の発生により、その他支出が23,030千円と

なったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当事業年度において財務活動の結果得られた資金は819,670千円となりました。前事業年度は40,315千円の

資金流出でしたが、当事業年度は資金流入に転じました。これは株式上場に伴い、株式の発行による収入が株

式交付費控除後の金額で1,042,856千円発生したことによるものであります。 

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  平成22年12月期 平成23年12月期 平成24年12月期 平成25年12月期 平成26年12月期 

自己資本比率（％） 27.7 31.4 32.9 35.7 57.0 

時価ベースの自己資本比率

（％） 
― ― ― ― 232.2 

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
― ― 3.0 0.9 0.1 

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
― ― 25.9 76.0 88.4 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 

 

 （注１） 平成23年12月期以前については、キャッシュ・フロー計算書を作成していないため、キャッシュ・フロー対

有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオを記載しておりません。 

 （注２） キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。 

 （注３） 有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち、利子を支払っているすべての負債を対象としてお

ります。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

 当社は、株主に対する適正な利益還元を経営の重要課題として認識しており、内部留保の状況、各事業年度にお

ける利益水準、次期以降の業績及び資金需要に関する見通し等を総合的に勘案した上で、株主への利益配当を実施

していく方針であります。 

 このような基本方針に基づき、当期の期末配当につきましては、１株当たり５円00銭とする予定であります。ま

た、次期の配当につきましては、１株当たり年間６円00銭を予定しております。 
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（４）事業等のリスク

 当社の事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項に

は、以下のようなものがあります。文中における将来に関する事項は、提出日現在において当社が判断したもので

あります。 

 なお、以下の記載は、投資判断に影響を及ぼすすべてのリスクを網羅するものではないことにご留意ください。 

 

 ① 他社との競合について 

 当社が行う介護医療関連事業については、当社と競合関係にある会社が数社あるものの、全国展開を目指して

いる一定規模以上の事業者は現時点においては存在していないものと認識しております。しかしながら、リネン

サプライ業者やその他、病院・介護関係の事業者がさらなる収益を期待して、当社同様の定額サービスを行うこ

とや他の事業者が新規参入を行うことの可能性は否定できません。当社は、これまで蓄積してきた介護医療関連

事業に関する運営ノウハウを進化させるとともに、リネンサプライ業者及び日常生活用品等販売業者などとの良

好な関係を維持・向上することにより事業基盤をより確実なものとすべく努めてまいりますが、当社に比べ、資

本力、知名度、顧客基盤に優れる会社が新規参入する等他社との競合状況が激化した場合には、既存顧客の喪失

や収益力の低下等により、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 ② 商品の安全性について 

 当社では、ＣＳセットの利用者に対し、寝巻き、タオル等のレンタルや紙おむつや身の回り品の販売を行って

おります。リネンサプライ業者については、医療関連サービスマーク（注）取得の有無や洗濯工程における衛生

面の確認など安全性には十分な配慮をしておりますが、何らかの理由により提供したこれら物品に重大な問題が

発生した場合は、当社への損害賠償請求や当社に対する信用の失墜等により、当社の経営成績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。 

（注）「一般財団法人医療関連サービス振興会」が、良質な医療関連サービスに対して認定を行っているもので

す。 

 

 ③ 特定の取引先との取引について 

 タオル類・衣類等の洗濯物やその他消耗品としてＣＳセットサービスにより提供する物資についてはリネンサ

プライ業者等から洗濯業務の提供と商品の供給を受けております。ＣＳセットサービスの展開は、既にその病

院・介護老人保健施設等において寝具などのリース、洗濯業務を行っている既存のリネンサプライ業者等と提携

することを基本としている為、市場シェアの高いリネンサプライ業者等との取引割合が高くなる傾向にありま

す。これらリネンサプライ業者等とは相互協力関係にあり、良好な関係の維持に努めておりますが、リネンサプ

ライ業者等の事業方針や当社との関係等に変化が生じた場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可

能性があります。 

 また、当社はＣＳセットサービスにより提供する消耗品（日常生活用品）の配送、納品作業、在庫管理等の物

流業務の一部を、当社の運営ノウハウを用いて特定業者へ外部委託しておりますが、当該外部委託先の事業方針

や当社との関係等に変化が生じた場合は、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 ④ 新規導入施設への導入計画が想定どおり進まないことによるリスク 

 当社は、平成15年５月のサービス開始以来、病院・介護老人保健施設等を対象にＣＳセットサービスを提供し

てまいりました。営業エリアの開拓にあたっては、新規に営業拠点を配置し、当該拠点を中心に新たな施設への

提案・導入を行っております。 

 今後も、当社独自の営業活動のほか、提携しているリネンサプライ業者等との連携等によって、新規の契約施

設の獲得に努めていきますが、当社における人材面・物流面等の問題や提携先との関係変化等が生じた場合に

は、新規導入施設への導入計画が想定どおり進まず、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があり

ます。 

 

 ⑤ 売上債権の貸倒に関するリスク 

 当社が提供するＣＳセットの利用者は、病院・介護老人保健施設等に入院、入所する個人です。ＣＳセットの

利用代金は、原則として後払いですが、必ずしもその全てが回収できるとは限らず、利用料金の一部について滞

留及び貸倒れが発生します。病院・介護老人保健施設等の窓口において利用申込みが行われますが、申込み時に

利用者個人の信用能力の調査を行うことや経済力が乏しい個人からの利用申込みをお断りすることは現実的では

なく実施しておりません。また、利用中や退院・退所後に経済状態が悪化されることやお亡くなりになることも

あります。 

 当社では、今後の請求件数の増加に耐えうる債権回収体制を構築し、回収能力を向上するよう務めるととも

に、貸倒れによる損失に備えるため、貸倒引当金の計上を行っておりますが、利用者の経済状態の変化や当社の
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債権回収体制構築の遅れ等によって、多額の不良債権が発生した場合には、当社の経営成績及び財政状態に影響

を与える可能性があります。 

 

 ⑥ 各種規制について 

 当社は、病院の入院患者や介護老人保健施設等の入所者に対して医療保険や介護保険制度の対象とならない独

自のサービスとしてＣＳセットを提供しております（介護医療関連事業）。当該事業を行うにあたって必要とな

る許認可、免許、登録、行政指導等はありませんが、サービス提供の場である病院や介護老人保健施設等は、医

療法、健康保険法、介護保険法等の法律や厚生労働省等の行政・所管官庁による指導・規制のもと運営されてい

ることから、当社においても各種規制について特段の注意を払っております。 

 しかしながら、医療法、健康保険法、介護保険法等の法令の改正や、行政指導の運用の見直し等が行われ、当

社が何らかの対応を余儀なくされた場合や、これらに対応できない場合には、当社の経営成績及び財政状態に影

響を与える可能性があります。 

 

 ⑦ 個人情報の管理について 

 当社は、介護医療関連事業において、利用者の個人情報を入手しており、「個人情報の保護に関する法律」が定

める個人情報取扱事業者としての義務が課せられております。当社では、個人情報の取扱と管理には細心の注意を

払い、社内でのルール化やその手続きの明確化・徹底化を図っております。また、平成21年３月に、一般財団法人

日本情報経済社会推進協会の発行するプライバシーマークの付与認定を受けております（平成27年１月より更新審

査中）。 

 しかしながら、個人情報管理に関する全てのリスクを完全に排除することは困難であり、個人情報の漏洩等のト

ラブルが発生する可能性は否定できず、かかる事態となった場合には、損害賠償請求や信用の低下等により、当社

の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 ⑧ 今後の事業展開について 

 当社は、事業基盤の拡大と収益の安定化を図り、成長を加速させるために、介護医療関連事業で培ったノウハ

ウを活かせる関連・周辺事業への積極展開を推進していく予定です。新規事業展開にあたっては慎重な検討を重

ねたうえで取り組んでまいりますが、当該事業を取り巻く環境の変化等により、当初の計画通りの成果が得られ

ない場合、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 ⑨ 組織体制について 

 イ．人材の確保と育成について 

 当社が今後事業をさらに拡大し、成長を続けていくためには、優秀な人材の確保が重要課題となっておりま

す。こうした人材の確保が計画通りに進まなかった場合、あるいは、人材育成が計画通りに進まず、重要な人

材が社外に流出した場合には、競争力の低下や事業拡大の制約要因が生じる可能性があり、当社の経営成績及

び財政状態に影響を与える可能性があります。 

 

 ロ．小規模組織特有のリスクについて 

 当社は、平成26年12月31日現在、取締役４名、監査役３名、従業員115名（臨時雇用者を除く）で構成され

ており、現在の内部管理体制はこの規模に応じたものとなっております。当社では今後、業容の拡大及び従業

員の増加にあわせて組織整備、内部管理体制の拡充等を図る予定ですが、これらの対応が順調に進まなかった

場合には、当社の業務に支障が生じ、当社の経営成績及び財政状態に影響を与える可能性があります。 
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２．企業集団の状況

 当社は病院に入院される方や、介護老人保健施設、特別養護老人ホーム、有料老人ホーム、グループホーム、ケアハ

ウス等の介護施設（以下「介護老人保健施設等」という）に入所される方たちに対して、衣類、タオル類の洗濯サービ

ス付きレンタルと日常生活用品の提供を組み合わせたサービス「ＣＳ（ケア・サポート）セット」（以下、「ＣＳセッ

ト」という）を展開しております（介護医療関連事業）。 

 なお、当社には関係会社はありません。また当社は、介護医療関連事業の単一セグメントであるため、セグメント別

の記載を省略しております。 

 事業系統図は、次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

（当社元請け・業者元請けについて） 

 ＣＳセットの商流は、病院・介護老人保健施設等及びリネンサプライ業者等との契約形態の違いから２つの

取引形態に大別されます。 

① 病院・介護老人保健施設等と当社が直接契約を行う形態（当社元請け） 

② 病院・介護老人保健施設等との契約先は、リネンサプライ業者等となり、当社は病院・介護老人保健施設

等と直接の契約関係とならない形態（業者元請け） 

 なお、この取引形態の違いは、病院・介護老人保健施設等への接触経緯等によるものであり、ＣＳセット運

営にあたっての各々の関係者の役割に違いはありません。 
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３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

 当社は、「私達は、お客様に満足していただける最高の商品とサービスを追求し、情熱を持った行動を通じて、

心豊かな生活環境の実現に貢献します。」を経営理念として、当社の主力商品である「ＣＳセット」の提供を中心

に事業活動を行っております。お客様のニーズに合った商品及びサービスの提供を行うことにより、競争力を一層

強化するとともに、株主の皆様、従業員なども含めたステークホルダーの期待に応えることにより、企業価値の最

大化を図ることを基本方針としております。 

 

（２）目標とする経営指標

 当社は、売上高経常利益率及び営業活動によるキャッシュ・フローを重視しております。売上高の増大を図りな

がら徹底したコスト管理を行い、付加価値の高い商品及びサービスを提供していくとともに、売上債権を確実に回

収する体制を構築・維持し、売上高経常利益率の向上及び営業活動によるキャッシュ・フローの確保に努めてまい

ります。 

 

（３）中長期的な会社の経営戦略

 当社は、経営理念に掲げる「心豊かな生活環境の実現」に向けて、介護医療関連事業（ＣＳセット）を展開して

おりますが、今後は、将来的な行政施策の変更や法改正、または新規参入業者の出現といった諸々の事業リスクに

も適宜・適切に対応していくことが必要不可欠と考えております。 

 中長期的な経営戦略としては、当面はＣＳセットの全国展開に注力してまいります。当事業年度末現在、本社を

含めた９拠点で営業展開を行っておりますが、引き続き拠点網の更なる拡充を行いつつ、収益性の向上にも取り組

みます。また、将来的には、ＣＳセット利用者の個人情報や病院その他関係者との強固な関係を用いて新規ビジネ

スへの参入を検討しております。 

 

（４）会社の対処すべき課題

 今後の当社を取り巻く経営環境は、医療・介護業界の市場規模全体の伸び率が老齢人口の増大に伴って継続的に

拡大する方向で推移するものと思われますが、今後の行政施策の変更や法改正が当社事業に多大な影響を及ぼす可

能性があり、また当社の業態に類似した新規参入業者の出現など外部環境の変化により、競争が激化することも予

想され、決して楽観できる状況ではないと認識しております。当社は、そのような外部環境の変化の中にあっても

さらなる事業規模の拡大を図っていくために、次の事項に取り組んでまいります。 

 

① 営業拠点の拡大 

 前年度の福岡支店の開設に続き、平成26年４月に北海道札幌市白石区に札幌支店を開設しました。これによ

り、北海道、本州、四国、九州の全エリアでの営業活動が可能となりました。今後は、開設して間もない九州、

北海道エリアでのＣＳセットの導入施設数を増やすべく、人員配置の見直し等を行い、より積極的に活動して行

く予定です。また、関東圏では平成27年３月に埼玉県さいたま市大宮区にさいたま支店を開設し、今まで相模原

支店が営業活動を行っていた北関東エリアについて、地域に密着したより細やかで迅速なサービスを提供すると

ともに、ＣＳセット導入施設の開拓をさらに進め、同エリアの営業強化・事業拡大に努めてまいります。 

 

② 知名度、ブランド力の向上 

 介護医療関連事業は、当社におけるサービス開始が平成15年とまだ歴史が浅く、社会的に十分に認知されてい

ないサービスであるため、ＣＳセットの利用者や取引先（病院・老人介護保健施設等及びリネンサプライ業者

等）に対し、サービスの内容やメリットを十分に訴求できていないと認識しております。利用者に安心してサー

ビスを利用して頂くためにも、当社名及び「ＣＳセット」の知名度、ブランド力を高めていく必要があるものと

認識しております。 

 

③ システム化の促進 

 当社は、ＣＳセットの運営に当たって、顧客情報管理（顧客情報及びＣＳセットの利用状況）や物流管理にお

いて情報システムを利用しております。今後もＣＳセット導入施設の増加に伴い、取り扱う情報量やこれに対応

する事務作業が増加することが予想されます。これに対応するため、請求関連業務や物流関連業務に関する情報

システム化を積極的に推進することによって、より正確かつ効率的に業務を遂行するとともに、入手した各種デ

ータを分析することによって新たなビジネス展開の可能性も探ってまいります。 

 また、営業面においても、今後、全ての営業担当者にタブレット端末を携帯させ、営業支援ツールの活用によ

り、営業プロセスの可視化や商談情報の共有等を進め、より効果的かつ効率的な営業活動が行えるよう検討を進

めております。 
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④ 人材の育成 

 当社は、社員の教育、育成を当社が永続的に成長するためには欠くことのできない重要な課題であると認識し

ております。先輩社員から直接指導を受ける実践型の人材教育（ＯＪＴ）を人材育成の中心としつつ、入社年数

やポジション別の授業形式の従業員研修も実施しております。今後、より短期間で優秀な人材を育成すべく、教

育プログラムの見直し等に取り組んでまいります。 

 

 ⑤ ＣＳセット利用料金の回収能力の向上 

 当社が提供するＣＳセットの利用者は、病院・介護老保健人施設等に入院、入所する個人です。病院・介護老

人保険施設等の窓口において利用申込みが行われますが、申込み時に利用者個人の信用能力の調査を行うことや

経済力が乏しい個人からの利用申込みをお断りすることは現実的ではなく実施しておりません。また、利用中や

退院・退所後に経済状態が悪化されることやお亡くなりになることもあることから、利用料金の一部について滞

留及び貸倒れが発生します。 

 当社では、債権管理部門において書面及び電話によるきめ細やかな回収活動を実施しておりますが、今後の請

求件数の増加に耐えうる債権回収体制を構築し、回収能力を向上してまいります。 
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成25年12月31日） 

当事業年度 
（平成26年12月31日） 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 612,326 1,679,154 

売掛金 770,702 1,057,223 

商品 158,203 232,103 

前払費用 8,522 8,838 

1年内回収予定の長期貸付金 373 － 

未収入金 450,177 499,653 

繰延税金資産 49,148 64,485 

その他 3,779 6,965 

貸倒引当金 △104,145 △169,576 

流動資産合計 1,949,088 3,378,849 

固定資産    

有形固定資産    

建物 150,953 158,457 

減価償却累計額 △15,945 △27,502 

建物（純額） 135,007 130,954 

構築物 929 929 

減価償却累計額 △91 △157 

構築物（純額） 837 771 

車両運搬具 61,412 63,912 

減価償却累計額 △40,759 △48,932 

車両運搬具（純額） 20,652 14,979 

工具、器具及び備品 17,362 19,373 

減価償却累計額 △7,055 △9,853 

工具、器具及び備品（純額） 10,306 9,519 

土地 97,943 97,943 

有形固定資産合計 264,749 254,169 

無形固定資産    

ソフトウエア 6,455 27,103 

その他 680 680 

無形固定資産合計 7,135 27,783 

投資その他の資産    

投資有価証券 9,857 7,697 

従業員に対する長期貸付金 4,317 － 

敷金 29,022 29,030 

繰延税金資産 1,581 3,064 

その他 2,228 1,828 

貸倒引当金 △43 － 

投資その他の資産合計 46,963 41,620 

固定資産合計 318,848 323,573 

資産合計 2,267,937 3,702,422 
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    （単位：千円） 

  前事業年度 
（平成25年12月31日） 

当事業年度 
（平成26年12月31日） 

負債の部    

流動負債    

買掛金 894,413 1,149,759 

短期借入金 16,660 22,000 

1年内返済予定の長期借入金 25,176 － 

未払金 156,269 195,134 

未払費用 16,225 19,843 

未払法人税等 104,561 119,329 

未払消費税等 27,279 53,792 

従業員預り金 16,971 20,874 

賞与引当金 665 968 

その他 8,069 11,107 

流動負債合計 1,266,291 1,592,809 

固定負債    

長期借入金 191,350 － 

固定負債合計 191,350 － 

負債合計 1,457,641 1,592,809 

純資産の部    

株主資本    

資本金 30,000 556,356 

資本剰余金    

資本準備金 － 526,356 

資本剰余金合計 － 526,356 

利益剰余金    

利益準備金 7,500 7,500 

その他利益剰余金    

別途積立金 12,500 12,500 

繰越利益剰余金 759,023 1,005,918 

利益剰余金合計 779,023 1,025,918 

株主資本合計 809,023 2,108,630 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 1,273 982 

評価・換算差額等合計 1,273 982 

純資産合計 810,296 2,109,613 

負債純資産合計 2,267,937 3,702,422 
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（２）損益計算書

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

（自 平成25年１月１日 
  至 平成25年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成26年１月１日 

  至 平成26年12月31日） 

売上高 6,024,780 7,463,667 

売上原価    

商品期首たな卸高 99,042 158,203 

当期商品仕入高 3,359,160 4,280,998 

合計 3,458,202 4,439,202 

商品期末たな卸高 158,203 232,103 

商品売上原価 3,299,998 4,207,099 

業務委託手数料 1,069,869 1,201,271 

売上原価合計 4,369,868 5,408,370 

売上総利益 1,654,912 2,055,296 

販売費及び一般管理費 1,252,223 1,621,624 

営業利益 402,689 433,671 

営業外収益    

受取利息 274 304 

受取配当金 231 223 

受取家賃 1,866 559 

投資有価証券売却益 103 389 

保険解約返戻金 － 11,759 

助成金収入 900 － 

その他 334 494 

営業外収益合計 3,710 13,731 

営業外費用    

支払利息 3,472 3,077 

固定資産除却損 1,706 － 

株式交付費 － 9,855 

その他 220 57 

営業外費用合計 5,398 12,991 

経常利益 401,000 434,411 

特別利益    

固定資産売却益 190 117 

特別利益合計 190 117 

特別損失    

固定資産売却損 75 － 

特別損失合計 75 － 

税引前当期純利益 401,115 434,528 

法人税、住民税及び事業税 170,899 192,257 

法人税等調整額 △17,578 △16,623 

法人税等合計 153,321 175,633 

当期純利益 247,794 258,894 
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成25年１月１日 至 平成25年12月31日）

           （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金 
資本剰余金合

計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 
繰越利益剰余
金 

当期首残高 30,000 － － 7,500 12,500 522,028 

当期変動額            

剰余金の配当           △10,800 

当期純利益           247,794 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

           

当期変動額合計 － － － － － 236,994 

当期末残高 30,000 － － 7,500 12,500 759,023 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 
利益剰余金合
計 

当期首残高 542,028 572,028 △872 △872 571,156 

当期変動額          

剰余金の配当 △10,800 △10,800     △10,800 

当期純利益 247,794 247,794     247,794 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

    2,145 2,145 2,145 

当期変動額合計 236,994 236,994 2,145 2,145 239,140 

当期末残高 779,023 809,023 1,273 1,273 810,296 
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当事業年度（自 平成26年１月１日 至 平成26年12月31日）

           （単位：千円） 

  株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

 

資本準備金 
資本剰余金合

計 
利益準備金 

その他利益剰余金 

  別途積立金 
繰越利益剰余
金 

当期首残高 30,000 － － 7,500 12,500 759,023 

当期変動額            

新株の発行 526,356 526,356 526,356      

剰余金の配当           △12,000 

当期純利益           258,894 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

           

当期変動額合計 526,356 526,356 526,356 － － 246,894 

当期末残高 556,356 526,356 526,356 7,500 12,500 1,005,918 

 

         

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  利益剰余金 

株主資本合計 
その他有価証
券評価差額金 

評価・換算差
額等合計 

 
利益剰余金合
計 

当期首残高 779,023 809,023 1,273 1,273 810,296 

当期変動額          

新株の発行   1,052,712     1,052,712 

剰余金の配当 △12,000 △12,000     △12,000 

当期純利益 258,894 258,894     258,894 

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 

    △290 △290 △290 

当期変動額合計 246,894 1,299,607 △290 △290 1,299,317 

当期末残高 1,025,918 2,108,630 982 982 2,109,613 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

（自 平成25年１月１日 
  至 平成25年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成26年１月１日 

  至 平成26年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 401,115 434,528 

減価償却費 33,292 28,139 

賞与引当金の増減額（△は減少） 42 302 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 27,810 65,387 

受取利息及び受取配当金 △506 △528 

支払利息 3,472 3,077 

保険解約返戻金 － △11,759 

株式交付費 － 9,855 

投資有価証券売却損益（△は益） △103 △389 

固定資産売却損益（△は益） △114 △117 

固定資産除却損 1,706 － 

売上債権の増減額（△は増加） △285,938 △335,997 

たな卸資産の増減額（△は増加） △59,161 △73,899 

その他の流動資産の増減額（△は増加） △4,041 △3,506 

仕入債務の増減額（△は減少） 219,445 255,346 

未払金の増減額（△は減少） 32,896 38,369 

その他の流動負債の増減額（△は減少） 30,333 44,746 

その他 124 △1,281 

小計 400,375 452,275 

利息及び配当金の受取額 506 532 

利息の支払額 △3,453 △2,993 

法人税等の支払額 △134,804 △185,163 

営業活動によるキャッシュ・フロー 262,623 264,651 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △24,264 △24,269 

定期預金の払戻による収入 23,959 24,264 

貸付けによる支出 △370 － 

貸付金の回収による収入 456 4,691 

有形固定資産の取得による支出 △20,293 △15,423 

有形固定資産の売却による収入 190 180 

投資有価証券の売却による収入 472 2,062 

保険積立金の払戻による収入 － 13,105 

その他の支出 △30,679 △23,030 

その他の収入 6,693 921 

投資活動によるキャッシュ・フロー △43,834 △17,498 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） 16,660 5,340 

長期借入金の返済による支出 △46,175 △216,526 

株式の発行による収入 － 1,042,856 

配当金の支払額 △10,800 △12,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー △40,315 819,670 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 178,473 1,066,823 

現金及び現金同等物の期首残高 409,588 588,061 

現金及び現金同等物の期末残高 588,061 1,654,885 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

   該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

 関連会社が存在しないため、該当事項はありません。 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

 当社は、介護医療関連事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

【関連情報】 

１．製品及びサービスごとの情報 

 単一の製品・サービスの区分の外部顧客への売上高が損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を

省略しております。 

 

２．地域ごとの情報 

(1）売上高 

 本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。 

 

(2）有形固定資産 

 本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。 

 

３．主要な顧客ごとの情報 

 外部顧客への売上高のうち、損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載を省略し

ております。 

 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

 該当事項はありません。 

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

 該当事項はありません。 
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（１株当たり情報）

 
前事業年度 

（自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

１株当たり純資産額 270.10円 575.61円 

１株当たり当期純利益金額 82.60円 83.90円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 － 81.22円 

（注）１．当社は、平成26年７月28日付で普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額を算定しております。 

２．前事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、新株予約権の残高はありますが、平成25

年12月31日時点では当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。 

３．当社は、平成26年11月７日付で、東京証券取引所マザーズに上場したため、当事業年度の潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額は、新規上場日から当事業年度末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定してお

ります。 

４．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前事業年度 

（平成25年12月31日） 
当事業年度 

（平成26年12月31日） 

純資産の部の合計額（千円） 810,296 2,109,613 

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） － － 

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 810,296 2,109,613 

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式

の数（株） 
3,000,000 3,665,000 

５．１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりで

あります。 

項目 
前事業年度 

（自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成26年１月１日 
至 平成26年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益金額（千円） 247,794 258,894 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益金額（千円） 247,794 258,894 

 普通株式の期中平均株式数（株） 3,000,000 3,085,808 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額    

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） － 101,764 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式の概要 

新株予約権2種類（新株予約

権の数750個） 
－ 

 

（重要な後発事象）

     該当事項はありません。 
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５．その他

（１）役員の異動

① 代表取締役の異動

  該当事項はありません。

 

② その他の役員の異動

 ・新任取締役候補

  社外取締役 安藤 剛照

 

③ 就任予定日

  平成27年３月25日

 

（２）その他

 該当事項はありません。
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